
伊丹市告示第131号

令和元年度上半期の財政事情及び　

平成３０年度決算状況の公表について

　地方自治法第２４３条の３第１項及び「財政事情」の作成及び公表に関する

条例（昭和２３年条例第１０７号）第４条第１項の規定により，令和元年度

上半期の財政事情及び平成３０年度決算状況を別紙のとおり公表する。　

令和元年１２月１日

伊丹市長　藤　原　　保　幸　　



一般会計 （単位：千円）
 (歳入)  (歳出)

予算現額 収入済額 款 予算現額 支出済額
30,796,480 15,328,775 総　務　費 8,073,994 2,528,120
3,314,000 1,868,995 民　生　費 28,220,817 9,608,578
5,600,000 4,113,022 衛　生　費 5,123,685 1,527,778

19,835,589 6,001,911 労　働　費 1,273,596 476,998
955,636 51,160 商　工　費 1,123,420 719,723
905,730 0 土　木　費 6,744,690 3,357,527

2,293,820 655,432 教　育　費 18,467,995 6,333,393
9,297,500 0 公　債　費 7,376,704 4,833,660
6,940,167 3,304,339 そ　の　他 3,534,021 1,504,022

79,938,922 31,323,634 合　計 79,938,922 30,889,799
注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しません

特別会計 （単位：千円）
収入済額 支出済額
6,211,431 5,839,937

991,352 1,010,335
5,585,938 5,845,110

11,293 14,783
726 5,887

6,026 2,197
7,141 766

15,408 3,138
12,829,315 12,722,153

注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しません

企業会計 （単位：千円）
収入予算額 支出予算額 支出済額
13,058,983 13,008,019 5,641,368

695,464 1,079,717 414,383
3,981,526 3,575,980 1,646,314
1,017,031 2,981,131 597,432

376,265 290,352 148,647
245,701 609,930 97,320

4,897,422 4,519,612 2,185,244
2,667,773 4,855,965 2,359,216
2,487,136 2,458,588 1,024,290

850,448 987,069 566,046
14,937,253 14,871,253 5,904,851

46,801 98,637 44,993

 収益的収入及び支出

工業用
水道事業

5,887,114
収入済額

水道事業

100
1,927,817

 資本的収入及び支出

 資本的収入及び支出

8,573

令和元年度上半期財政事情及び平成３０年度決算状況

　　　　令和元年度各会計において，令和元年９月３０日までに収入及び支出した額は，
　　　次のとおりである。

１　収入及び支出の概況（令和元年 9月30日現在)

会　　計　　名

病院事業
 資本的収入及び支出

国 県 支 出 金
財 産 収 入
繰 入 金

市 債
そ の 他
合 計

会　　　　計　　　　名

諸 収 入

款
市 税
地方消費税交付金
地 方 交 付 税

32,732
16,793

中 小 企 業 勤 労 者 福 祉 共 済 事 業
農 業 共 済 事 業

31,218
36,539,482

予算現額
18,858,790

14,652,943
2,918,408

12,472

モーターボート
競走事業

 収益的収入及び支出 6,550,380
 資本的収入及び支出 23,400

 収益的収入及び支出

交通事業
 収益的収入及び支出
 資本的収入及び支出

1,167,145

国 民 健 康 保 険 事 業
後 期 高 齢 者 医 療 事 業
介 護 保 険 事 業

367

合　　　　　計

16,126

 収益的収入及び支出

188,977

鴻 池 財 産 区
荒 牧 財 産 区
新 田 中 野 財 産 区

下水道事業
491,800

1,782,500
 資本的収入及び支出

 収益的収入及び支出
0



２　住民の負担の状況伊丹市告示第131号
令和元年度一般会計予算に
おける市民１人当たりの歳出額 （１世帯当たり
市民１人当たりの負担する税金
（市税） （１世帯当たり
住民基本台帳人口及び外国人登録者人口 203,416 人
同世帯数 91,258 世帯
（令和元年9月30日現在）

３　一般会計における財産の状況　（令和元年9月30日現在）

４　各会計における地方債及び一時借入金の現在高　（令和元年9月30日現在）
　(1)地方債

①一般会計
(事業別) （単位：千円） (借入先別) （単位：千円）

建 設 事 業 等 20,716,786 財 務 省 17,805,039

住 宅 資 金 貸 付 4,309 郵 便 貯 金 2,565,192

公 営 企 業 出 資 2,331,946 簡 易 生 命 保 険 340,928

災 害 救 助 158,241 地方公共団体金融機構 26,390,084

災 害 復 旧 93,671 市 中 銀 行 6,084,769

臨 時 財 政 対 策 30,367,199 共 済 組 合 等 345,866

そ の 他 527,075 兵 庫 県 158,241

そ の 他 509,108
合　　　　計 54,199,227 合　　計 54,199,227

②特別会計
　な　し

基　　金
594,215 ㎡ 1,825,130 ㎡ 17,968,537 千円

392,982 円　
875,966 円）
151,397 円　
337,466 円）

市の所有する建物床面積 市 の 所 有 す る 土 地



③企業会計伊丹市告示第131号
　（会計別） （単位：千円） (借入先別) （単位：千円）

2,136,485 2,110,508
25,402

575
0

2,136,485

12,113,460 3,666,205
8,408,989

38,266
12,113,460

445,144 177,907
267,237
445,144

28,726,542 3,340,259
8,472,037

13,212,555
3,701,691

28,726,542

349,317 349,317
349,317

72,400 72,400
72,400

　（２）一時借入金
①一般会計
　な　し

②特別会計
　な　し

③企業会計
　な　し

交 通 事 業

地方公共団体金融機構

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業
合　　計

合　　計

病 院 事 業 財 務 省
地方公共団体金融機構
市 中 銀 行

地方公共団体金融機構

合　　計

財 務 省水 道 事 業

合　　計

合　　計

財 務 省

市 中 銀 行

簡 易 生 命 保 険

合　　計

財 務 省

地方公共団体金融機構

下 水 道 事 業

そ の 他

市 中 銀 行

工 業 用 水 道 事 業

地方公共団体金融機構

そ の 他



５　各会計決算状況伊丹市告示第131号

一般会計
(歳入) (歳出) （単位：千円）

決算額 款 決算額
30,797,137 総　務　費 8,797,575
3,323,309 民　生　費 33,491,003
5,731,311 衛　生　費 4,810,562
3,061,066 労　働　費 149,882

17,070,432 商　工　費 582,467
1,040,114 土　木　費 4,670,720
2,252,372 教　育　費 8,241,093
4,812,612 公　債　費 7,473,233
4,555,558 そ　の　他 3,282,171

72,643,911 合　計 71,498,706 1,145,205 △100,698

特別会計 （単位：千円）
歳出決算額 歳入歳出差引額 単年度収支
20,442,848 320,726 △1,154,310 
2,809,472 7,176 2,657 

13,310,016 156,413 44,235 
29,378 1,180 892 
17,248 58 △18 
11,548 87 49 
31,320 57 15 
9,730 53 21 

36,661,560 485,750 △1,106,459 
注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しません

企業会計 （単位：千円）
歳出決算額 歳入歳出差引額 累積収支額
12,380,082 408,998 
1,154,306 △389,768 
3,501,731 469,346 
2,293,064 △1,581,651 

289,978 87,398 
190,432 △159,432 

4,429,205 477,665 
3,940,883 △2,136,952 
2,415,012 16,052 

242,620 △117,977 
13,152,073 320,462 

101,481 △54,681 
注）企業会計は消費税および地方消費税込額です

注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、歳入歳出差引額とは一致しません

モーターボート
競走事業

 収益的収入及び支出 13,472,535 
428,582 

 資本的収入及び支出 46,800 

 収益的収入及び支出 2,431,064 
△401,842 

 資本的収入及び支出 124,643 

市 債

会　　　　計　　　　名

 資本的収入及び支出

 収益的収入及び支出

使用料及び手数料

繰 入 金
諸 収 入

交通事業

そ の 他
合 計

合　　　　　計

 収益的収入及び支出
 資本的収入及び支出

会　　　計　　　名

款
市 税

地方交付税

国県支出金

地方消費税交付金

 資本的収入及び支出

病院事業

水道事業

工業用
水道事業

下水道事業

 資本的収入及び支出
 収益的収入及び支出

 収益的収入及び支出

歳入歳出
差 引 額

実質単年度
収　　　支

歳入決算額

2,816,648 
20,763,574 

13,466,429 

37,147,310 
9,783 

30,558 
17,306 

歳入決算額

866,650 

377,376 
31,000 

4,906,870 
1,803,931 

平成３０年度各会計における決算状況は，次のとおりである。

△5,305,785 

970,382 

455,016 

12,789,080 
764,538 

3,971,077 
711,413 

11,635 
31,377 

国 民 健 康 保 険 事 業
後 期 高 齢 者 医 療 事 業
介 護 保 険 事 業
中 小 企 業 勤 労 者 福 祉 共 済 事 業
農 業 共 済 事 業
鴻 池 財 産 区
荒 牧 財 産 区
新 田 中 野 財 産 区



一般会計における財産の状況　（平成３０年度末）伊丹市告示第131号

各会計における地方債及び一時借入金の現在高　（平成３０年度末）
　(1)地方債

①一般会計
(事業別) （単位：千円） (借入先別) （単位：千円）
建 設 事 業 等 23,309,332 財 務 省 18,786,343
住 宅 資 金 貸 付 5,450 郵 便 貯 金 2,770,855
公 営 企 業 出 資 2,428,495 簡 易 生 命 保 険 385,534
災 害 救 助 160,441 地方公共団体金融機構 27,451,179
災 害 復 旧 101,595 市 中 銀 行 7,706,765
臨 時 財 政 対 策 32,108,313 共 済 組 合 等 400,319
そ の 他 686,430 兵 庫 県 160,441

そ の 他 1,138,620
合　　　　計 58,800,056 合　　計 58,800,056

基　　金市の所有する建物床面積 市 の 所 有 す る 土 地
17,226,747 千円596,705 ㎡ 1,820,206 ㎡



③企業会計伊丹市告示第131号
　（会計別） （単位：千円） (借入先別) （単位：千円）

2,442,917 2,404,491
37,851

575
0

2,442,917

12,534,344 3,824,132
8,642,213

67,999
12,534,344

473,529 188,498
285,031
473,529

30,533,017 3,574,358
13,719,065
8,834,644
4,404,950

30,533,017

404,630 404,630
404,630

95,800 95,800
95,800

　（２）一時借入金
①一般会計
　な　し

②特別会計
　な　し

③企業会計
　な　し

合　　計

地方公共団体金融機構
工 業 用 水 道 事 業 財 務 省

水 道 事 業

市 中 銀 行

財 務 省
地方公共団体金融機構

市 中 銀 行
合　　計

財 務 省
地方公共団体金融機構

合　　計

地方公共団体金融機構
合　　計

簡 易 生 命 保 険

そ の 他

病 院 事 業 財 務 省
地方公共団体金融機構
市 中 銀 行
そ の 他

合　　計

合　　計

下 水 道 事 業

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業

交 通 事 業



６　健全化判断比率及び資金不足比率伊丹市告示第131号

　(1)健全化判断比率
（単位：％）

平成３０年度

決　　 算

－ 20.00

－ 30.00

6.6 35.0

－

　(2)資金不足比率
（単位：％）

20.0

20.0

20.0

20.0

20.0

20.0

備考　資金不足が生じない場合は，「－」と記載している。

平成３０年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率は，次のとおりである。

病院事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

特別会計の名称

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

交通事業会計

③実質公債費比率

④将来負担比率

－

350.0

－

備考　①②について，実質赤字額及び連結実質赤字がない場合は，「－」と記載している。

備　考

－

－

モーターボート競走事業会計

経営健全化基準

－

備　考

11.43

16.43

財政再生基準早期健全化基準

下水道事業会計

－

平成３０年度

決　　 算

25.0


